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1．研究の背景と目的

認定こども園は、「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」

(以下、認定こども園法）において、「幼稚園及び保育所等における小学校就学前の子どもに対す

る教育及び保育並びに保護者に対する子育て支援の総合的な提供を推進するための措置を講じ、

もって地域において子どもが健やかに育成される環境の整備に資することを目的」とした施設で

ある。

認定こども園は幼保連携型、保育所型、幼稚園型、地方裁駄型の4類型にわけられている。こ

れは、幼稚園と保育所のいずれかの基準を満たすもの、あるいは双方の基準を満たすもの、そし

て、自治体独自の基準で設置を行っているものである。地方裁吐型には、認可外保育施設などが

対象になっている。

認定こども園へ通う子どもの中には、障害のある子ども達も含まれる。しかし、認定こども園

法において、障害のある子どもに関する記載はない。障害のある子どもについては、「就学前の

子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律案に対する附帯決議」（平成18

年6月8日）において、「八、子どもの教育・保育施設への障害児の受入れや一時保育、病児・

病後児保育など保護者のニーズの高い子育て支援の拡充に努めるとともに、認定こども園が地域

の子育て支援の拠点として十全な機能を発挿できるよう、子育てにかかわるボランティア、

NPO、専門機関等との連携を強化するための支援に努めること｡」と記述されている。この附帯

決議から言えることは、障害のある子どもの受け入れに関して保謹者のニーズが高いことと、専

門機関等との連携を強化していけるよう地域の子育て支援の拠点となることである。これは、認

定こども園が障害のある子どもの受け入れを期待されていると言える。

本論文では、名古屋経営短期大学が文部科学省初等中等教育局より委託された「幼児教育の改

善・充実調査研究」において行った「認定こども園の活用促進のあり方」の調査結果をもとに、

認定こども園における障害のある子どもの受け入れについて現状と課題を考察する。
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